
アジア4カ国にまで広がりました ２万人の乳幼児へ提供しています

株式会社すららネット
代表取締役社長

湯野川 孝彦 さん　Yunokawa Takahiko

中東やアフリカへの展開も

　スリランカでの経験を踏まえ、現在、インド、インドネシアでも事業を展開して
いるほか、フィリピンでもトライアルの準備を進めています。インドネシアは JICA
が実施する中小企業海外展開支援の普及・実証事業を活用したもので、ビジネ
ス展開の足掛かりをつくることができました。今後は中東やアフリカも視野に入れ
ていきたいと思います。

　日本では正答率が10 〜 20%上がると「効果が出た」、30% になる
と「すごい」となるのですが、スリランカでは 200、300％という効果
が出ました。先生役の女性たちも 92% の人の収入が増えています。
JICAの事業は 2016年に終了しましたが、現在、塾はスタート時の
4 校が17 校に増え、開発した教材は、私立学校やインターナショナ
ルスクール、IT専門学校にも導入されるなど、BOP層を超えて広がっ
ています。
　当社は、2017年 12月に東証マザーズに上場したのですが、海外
展開への道筋をつけたことも大きな評価ポイントだったと感じていま
す。JICAスキームを活用することでリスクを緩和でき、非常にありが
たかったですね。

東証マザーズ上場にもつながった

JICA の現地ネットワークも活用

　スリランカは今、日本の高度成長期のような教育ブームで、当社が日本の塾や
学校で展開している自前のノウハウが応用できたことや、クラウドサービスなので
デリバリーコストがかからないことも有利に働いたと思います。また、事業展開の
鍵となった女性銀行は、もともとJICAと関係の深い組織で、連携もスムーズに
いきました。

　当社で開発・販売しているデジタル教材「すらら」は、IT 技術を
活用したオンライン教育で、生徒が増えてもコストを抑えられるため、
ある程度ボリュームが確保できれば月謝を低額にできるのが最大の
特徴です。開発途上国の子どもたちにも有効なのではという思いが
あり、2014年にJICAのBOPビジネス連携促進（協力準備調査）※

に応募しました。
　展開先となったスリランカでは、「女性銀行」というマイクロファイ
ナンスの現地組織などと連携し、就学前から小学校低学年を対象
にした算数を教えるパイロット塾「Surala Juku」を開校するところか
ら始めました。トレーニングを受け、塾で先生役を務めているのは、
BOP 層の女性たちです。

BOP層もアクセスできる安価な教育システム
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この調査は日米連携の先例であり、現地政府、大学、NGOなどと

も重層的に連携するなど、日本におけるBOPビジネスの先導的な

事例として、2017年に民間連携事業で初めて JICA理事長賞を受

賞しました。

スキーム名  BOP ビジネス連携促進（協力準備調査）
※現、途上国の課題解決型ビジネス（SDGs ビジネス）調査
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プロジェクト名 離乳期栄養強化食品事業準備調査

実施時期 2011 年 3 月〜 2014 年 3 月

「公益」と「収益」を両立

　味の素グループは、まずは「ガーナ栄養改善プロジェクト」を公益事業とし
て位置付け、2017年 4 月に当財団が実施していくことになりました。もちろん、
KOKO Plusを現地の人々の生活の中に浸透させ、これをモデル化できれば、将
来的には公益性と収益性を兼ね備えたソーシャルビジネスとして、周辺国へも広
がっていくのではないかと期待しています。

　味の素グループは、自社の食品やアミノ酸に関する知見をソーシャ
ルビジネスという形で開発途上国の問題解決に生かそうと、2009
年にグループ創業100周年記念事業として「ガーナ栄養改善プロジェ
クト」を立ち上げました。その後、ガーナ大学、米国の NPOと協
定を結ぶなど体制を整え、2010年にJICAのBOPビジネス連携促
進（協力準備調査）※に応募し、採択されました。
　このプロジェクトは、母親が妊娠してから子どもが 2 歳になるまで
の栄養不足を原因とする成長不良を改善するため、ガーナの伝統的
な離乳食のおかゆ KOKOに添加するサプリメント「KOKO Plus（コ
コ・プラス）」を現地で製造・販売することを目指したものです。

自社の知見を生かした“100年目の挑戦”

自由度の高いスキーム

　「BOP」や「ソーシャルビジネス」が社会的に認知され、味の素グループが本
業である「食とアミノ酸」をベースにしたソーシャルビジネスを模索し始めたタイミ
ングと、JICAのBOPビジネス支援が開始された時期が重なったのが幸運でした。
スキーム自体もこちらから調査内容を提案でき、とても使いやすいものでした。

　JICAの協力準備調査に採用されたことがきっかけとなり、2012
年に、JICA、米国国際開発庁（USAID）、味の素株式会社の三
者でガーナにおける栄養改善に関する共同推進覚書を締結し、官
民の協働体制が築けたことは、とても画期的な出来事でした。
　JICAスキームを活用して、ガーナ大学や国際 NGO、NPOと共
に市場調査や製品開発を行い、現地で大豆などの原料を調達する
など、生産体制を確立することができまし
た。また、現地の女性起業家に参画
してもらい、農村部での流通網も
構築したほか、栄養改善効果試
験も実施しました。事業開始か
ら 2017年までに、約 2 万人の
乳幼児にKOKO Plusを提供す
ることができました。

生産から流通までを構築

ICTを活用した独自教材によって、BOP 層の子どもの基礎学

力向上だけでなく、女性の雇用創出にも大きく貢献しています。

パイロット事業を通じてニーズと学習効果を確認するとともに、

事業基盤を確立されました。

スキーム名  BOP ビジネス連携促進（協力準備調査）
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